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１【有価証券報告書の訂正報告書の提出理由】
　平成21年６月26日付をもって提出いたしました第67期（自　平成20年４月１日　至　平成21年３月31日）有価証券報告書の記

載事項のうち、一部に訂正すべき事項がありましたので、これを訂正するために有価証券報告書の訂正報告書を提出いたしま

す。

 

２【訂正事項】
第一部　企業情報

第５　経理の状況

１　連結財務諸表等

注記事項

（企業結合等関係）

 

３【訂正箇所】
　訂正箇所は＿＿線で示しております。
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第一部【企業情報】

第５【経理の状況】

１【連結財務諸表等】

【注記事項】

 

（訂正前）

　記載はありません。

 

（訂正後）

（企業結合等関係）

Ⅰ　当連結会計年度（自平成20年４月１日　至平成21年３月31日）

パーチェス法の適用

１．被取得企業の名称及びその事業の内容、企業結合を行った主な理由、企業結合日、企業結合の法的形式並びに結合後

企業の名称及び取得した議決権比率

(1）被取得企業の名称及びその事業の内容

被取得企業の名称　　マミヤ・オーピー・ネクオス株式会社

事業の内容　　　　　電子機器事業

(2）企業結合を行った主な理由

電子機器事業における遊技場向け周辺機器の事業領域の拡大及び同社が保有する紙幣及び硬貨の処理技術と当

社の保有技術の融合により新しい事業へ進出し全社的な稼働率改善を図り経営の効率化を実現するためであり

ます。

(3）企業結合日

平成20年４月１日

(4）企業結合の法的形式並びに結合後企業の名称

企業結合の法的形式　　株式取得

結合後企業の名称　　　マミヤ・オーピー・ネクオス株式会社

(5）取得した議決権比率

100％

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間

平成20年４月１日から平成21年３月31日まで

なお、企業結合日が当連結会計年度開始日でありますので、全ての業績が連結財務諸表に含まれております。

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

取得の対価　　　　マミヤ・オーピー・ネクオス株式会社の普通株式 987,000千円

取得原価 987,000千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

(1）発生したのれんの金額

219,124千円

(2）発生原因

企業結合時の時価純資産額が取得原価を下回ったため、その差額をのれんとして認識しております。

(3）償却方法及び償却期間

５年間にわたる均等償却

５．企業結合日に受け入れた資産の額並びにその主な内訳

流動資産 681,530千円

固定資産 86,344千円

資産合計 767,875千円
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